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回次
第131期

第２四半期連結
累計期間

第132期
第２四半期連結

累計期間
第131期

会計期間

自2021年
　４月１日
至2021年
　９月30日

自2022年
　４月１日
至2022年
　９月30日

自2021年
　４月１日
至2022年
　３月31日

売上高 （千円） 4,030,641 4,314,576 8,844,286

経常利益 （千円） 644,886 953,107 1,372,842

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 391,342 351,817 923,484

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 361,048 448,546 1,010,329

純資産額 （千円） 8,496,058 9,479,092 9,145,372

総資産額 （千円） 16,216,389 19,787,321 17,839,176

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 205.22 183.49 483.51

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.3 47.8 51.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 447,682 1,094,226 677,391

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △562,108 △2,009,394 △2,465,723

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △111,815 1,975,859 1,318,740

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 3,375,659 4,381,925 3,137,111

回次
第131期

第２四半期連結
会計期間

第132期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2021年
７月１日
至2021年
９月30日

自2022年
７月１日
至2022年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 86.37 △50.52

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており
ません。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　主要な関係会社の異動は、以下の通りであります。

（汎用機器事業）

　第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありますNIKKI AMERICA,INC.を存続会社とし、当社の連結

子会社でありましたNIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLCを消滅会社とする吸収合併を行っております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (１) 財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が緩和され、経済

活動の正常化で設備投資や生産に持ち直しの動きが見られたものの、急激な円安ドル高の進行など、先行き不透明

で予断を許さない状況が続いております。

　また、世界経済は、一部の地域では持ち直しの動きが見られたものの、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化に

伴う資源価格の高騰、欧米におけるインフレ加速に対応した政策金利の引き上げ、中国でのゼロコロナ政策による

経済活動抑制等の不安定要因が並存しており、先行きは一段と不透明感を増しております。

　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は、当社の主力市場の一つである北米市場が堅調に推

移したこと等により、連結売上高は43億１千４百万円（前年同期比7.0％増加）となりました。

　損益につきましては、原材料コスト・物流コストの上昇等の影響もあり、営業利益は４億９千９百万円（同

11.3％減少）となりました。一方、為替相場が前年度よりも円安基調で推移したこと等により、経常利益は９億５

千３百万円（同47.8％増加）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、本社厚木工場の移転に

伴う特別損失４億４千１百万円の計上もあり、３億５千１百万円（同10.1％減少）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　ガス機器事業は、フォークリフト向け部品の販売は増加したものの、自動車向け部品の販売減少等により、売上

高は16億９百万円（同0.1％減少）、セグメント利益は１億７千万円（同34.5％減少）となりました。

　汎用機器事業は、主要マーケットである米国市場の販売増加等により、売上高は20億１千４百万円（同10.8％増

加）、セグメント利益は１億６千８百万円（同109.9％増加）となりました。

　自動車機器事業は、インド市場の販売増加等により、売上高は４億１千４百万円（同27.4％増加）となりました

が、電動系新商品の先行開発費負担等もありセグメント損失は４千７百万円（前年同期は１千２百万円の利益）と

なりました。

　不動産賃貸事業は、売上高は２億７千５百万円（同0.1％増加）、セグメント利益は２億８百万円（同0.5％減

少）となりました。

　資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産の残高は、197億８千７百万円と前連結会計年度末と比べて19億４

千８百万円増加しました。主な増減項目は、建物及び構築物の増加（44億２千７百万円）、現金及び預金の増加

（12億２千４百万円）、建設仮勘定の減少（35億３千５百万円）であります。

（負債の部）

　当第２四半期連結会計期間末における負債の残高は、103億８百万円と前連結会計年度末と比べて16億１千４百

万円増加しました。主な増減項目は、長期借入金の増加（15億４千１百万円）、その他流動負債の増加（14億５百

万円）、短期借入金の増加（５億７千４百万円）、設備関係支払手形の減少（18億９千５百万円）であります。

（純資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、94億７千９百万円と前連結会計年度末と比べて３億３千

３百万円増加しました。主な増減項目は、為替換算調整勘定の増加（３億円）、利益剰余金の増加（２億１千１百

万円）、その他有価証券評価差額金の減少（２億円）であります。
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 (２) キャッシュ・フローの分析

　当第２四半期連結累計期間における、現金及び現金同等物の残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの増加

（10億９千４百万円）が、投資活動によるキャッシュ・フローの減少（20億９百万円）及び財務活動によるキャッ

シュ・フローの増加（19億７千５百万円）を上回り、また、現金及び現金同等物に係る換算差額の増加（１億８千

４百万円）による調整を行った結果、現金及び現金同等物の残高は、43億８千１百万円（前第２四半期連結累計期

間は33億７千５百万円）となり、前第２四半期連結累計期間と比べて10億６百万円増加しました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は10億９千４百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益（５億２

千４百万円）、その他の増加（２億８千９百万円）、本社移転費用引当金の増加（２億５千７百万円）、減価償却

費（２億３千２百万円）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は20億９百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出（20億１

千万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は19億７千５百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入（16億６千万

円）、短期借入金の増加（５億６千万円）によるものであります。

 (３) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「コーポレート・ガバナンスの状

況等」中の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について重要な変更はありま

せん。

 (４) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 (５) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 (６) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、99,886千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2022年４月20日開催の取締役会において、当社の連結子会社でありますNIKKI AMERICA, INC.が固定資産を

譲渡することについて決議し、2022年８月31日に売買契約を締結しました。

詳細は、「第４  経理の状況  １  四半期連結財務諸表  注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
　 (2022年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2022年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,000,000 2,000,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 2,000,000 － 500,000 － 26,902

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合

（％）

いちごトラスト・ピーティー

イー・リミテッド

1 NORTH BRIDGE ROAD, 06-08 HIGH STREET CENTRE, 

SINGAPORE 179094

常任代理人　香港上海銀行東京支店

427 22.20

WESTERRN GATE GROUP LTD
PORTCULLIS4FELLENSKELTONBLD3076SIRBVI

常任代理人　フィリップ証券株式会社
98 5.14

DEUTSCHE BANK AG,SINGAPORE 

A/C CLIENTS（TREATY）

ONE RAFFLES QUAY, 16TH FLOOR, SOUTH TOWER, SINGAPORE 

048583

常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部

90 4.70

BNY GCM CLIENT ACCOUNT 

JPRD AC ISG（FE-AC）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A2BB 

UNITED KINGDOM

常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行

89 4.66

谷電機工業株式会社 東京都江東区森下３－１６－７ 80 4.18

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 80 4.16

光陽投資有限公司 台湾国高雄市三民區灣興街３５号 80 4.16

株式会社富士精機製作所 長野県諏訪郡富士見町境５９８６－１ 61 3.18

株式会社神奈川銀行 神奈川県横浜市中区長者町９－１６６ 52 2.70

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 50 2.60

ジェイアンドエス保険サービ

ス株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１－２－１４ 50 2.60

計 － 1,159 60.28

（５）【大株主の状況】
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2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 76,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,920,500 19,205 －

単元未満株式 普通株式 3,100 － －

発行済株式総数 2,000,000 － －

総株主の議決権 － 19,205 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６百株（議決権の数６個）含

まれております。

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ニッキ
神奈川県厚木市

上依知3029番地
76,400 － 76,400 3.82

計 － 76,400 － 76,400 3.82

②【自己株式等】

（注）自己株式は、2022年７月28日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、10,600株減少してお

ります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第131期連結会計年度　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

　第132期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間　　　太陽有限責任監査法人
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,257,415 4,481,925

売掛金 1,313,498 1,252,267

電子記録債権 416,000 357,088

商品及び製品 1,255,332 1,433,514

仕掛品 1,161,657 1,121,927

原材料及び貯蔵品 78,285 78,238

その他 529,251 528,873

貸倒引当金 △11,307 △10,670

流動資産合計 8,000,134 9,243,165

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,331,385 6,758,941

機械装置及び運搬具（純額） 682,518 632,495

建設仮勘定 4,582,516 1,046,636

その他（純額） 578,851 678,364

有形固定資産合計 8,175,272 9,116,437

無形固定資産 53,184 55,770

投資その他の資産

投資有価証券 1,558,562 1,271,116

その他 52,021 100,832

投資その他の資産合計 1,610,584 1,371,948

固定資産合計 9,839,041 10,544,156

資産合計 17,839,176 19,787,321

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 199,410 254,280

電子記録債務 389,550 387,520

短期借入金 2,441,740 3,015,856

未払法人税等 349,708 173,196

賞与引当金 149,264 155,925

本社移転費用引当金 － 257,391

設備関係支払手形 2,002,190 106,270

その他 332,860 1,738,402

流動負債合計 5,864,723 6,088,842

固定負債

長期借入金 1,448,260 2,989,814

退職給付に係る負債 527,597 450,887

その他 853,222 778,686

固定負債合計 2,829,079 4,219,387

負債合計 8,693,803 10,308,229

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 49,175 49,175

利益剰余金 7,750,913 7,962,876

自己株式 △205,496 △180,469

株主資本合計 8,094,592 8,331,583

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 822,969 622,644

為替換算調整勘定 161,701 462,128

退職給付に係る調整累計額 44,912 38,579

その他の包括利益累計額合計 1,029,583 1,123,352

非支配株主持分 21,196 24,156

純資産合計 9,145,372 9,479,092

負債純資産合計 17,839,176 19,787,321
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 4,030,641 4,314,576

売上原価 2,798,349 2,998,867

売上総利益 1,232,292 1,315,709

販売費及び一般管理費 ※ 668,947 ※ 815,842

営業利益 563,344 499,867

営業外収益

受取利息 5,169 10,436

受取配当金 35,998 38,387

為替差益 38,240 415,503

その他 16,946 7,815

営業外収益合計 96,355 472,143

営業外費用

支払利息 14,813 18,897

その他 0 6

営業外費用合計 14,813 18,903

経常利益 644,886 953,107

特別利益

固定資産売却益 213 15,334

特別利益合計 213 15,334

特別損失

固定資産除売却損 45,626 29,047

環境対策費 16,140 －

本社移転費用引当金繰入額 － 257,391

本社移転費用 － 157,035

特別損失合計 61,766 443,474

税金等調整前四半期純利益 583,333 524,967

法人税等 192,438 172,852

四半期純利益 390,895 352,115

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△446 297

親会社株主に帰属する四半期純利益 391,342 351,817

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益 390,895 352,115

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △89,490 △200,324

為替換算調整勘定 66,632 303,089

退職給付に係る調整額 △6,989 △6,332

その他の包括利益合計 △29,847 96,431

四半期包括利益 361,048 448,546

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 361,495 445,586

非支配株主に係る四半期包括利益 △446 2,960

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 583,333 524,967

減価償却費 225,600 232,018

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,066 △1,231

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,989 5,979

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） － 257,391

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △75,263 △87,313

受取利息及び受取配当金 △41,168 △48,824

支払利息 14,813 18,897

為替差損益（△は益） 16,310 △146

固定資産除売却損益（△は益） 45,412 13,713

本社移転費用 － 157,035

売上債権の増減額（△は増加） △438,687 222,615

棚卸資産の増減額（△は増加） △241,909 165,175

仕入債務の増減額（△は減少） 481,395 △355,279

その他 △146,324 289,025

小計 435,568 1,394,022

利息及び配当金の受取額 41,168 48,824

利息の支払額 △14,746 △21,226

法人税等の支払額 △14,307 △327,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 447,682 1,094,226

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △90,255 △50,000

定期預金の払戻による収入 89,945 72,912

有形固定資産の取得による支出 △561,795 △2,010,982

有形固定資産の売却による収入 213 15,351

無形固定資産の取得による支出 △915 －

その他 697 △36,676

投資活動によるキャッシュ・フロー △562,108 △2,009,394

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 560,000

長期借入れによる収入 － 1,660,000

長期借入金の返済による支出 － △104,330

リース債務の返済による支出 △7,169 △5,903

配当金の支払額 △104,646 △133,907

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,815 1,975,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 △113,622 184,122

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △339,864 1,244,813

現金及び現金同等物の期首残高 3,715,523 3,137,111

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,375,659 ※ 4,381,925

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社でありましたNIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLCは、同じく当

社の連結子会社でありますNIKKI AMERICA,INC.を存続会社とする吸収合併により、連結の範囲から除外しており

ます。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用につきましては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響

に関する仮定について重要な変更はありません。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

　　至  2022年９月30日）

支払運賃梱包費 60,496千円 130,648千円

従業員給料及び手当 186,251 192,273

減価償却費 14,350 19,909

賞与引当金繰入額 40,522 41,085

退職給付費用 4,133 3,204

譲渡制限付株式報酬費用 9,467 9,484

研究開発費 34,060 35,440

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 3,534,777千円 4,481,925千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △159,118 △100,000

現金及び現金同等物 3,375,659 4,381,925

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。
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 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 104,646 55 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 133,907 70 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

　(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

　(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（単位：千円）

ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)

売上高

日本 1,133,106 31,389 226,598 － 1,391,094 － 1,391,094

米国 150,355 1,688,021 3,966 － 1,842,344 － 1,842,344

中国 48,345 79,260 502 － 128,108 － 128,108

韓国 78,188 17,708 827 － 96,723 － 96,723

その他 201,730 1,949 93,705 － 297,385 － 297,385

顧客との契約から生

じる収益
1,611,727 1,818,329 325,599 － 3,755,656 － 3,755,656

その他の収益 － － － 274,985 274,985 － 274,985

外部顧客への売上高 1,611,727 1,818,329 325,599 274,985 4,030,641 － 4,030,641

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,611,727 1,818,329 325,599 274,985 4,030,641 － 4,030,641

セグメント利益 260,421 80,252 12,914 209,755 563,344 － 563,344

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な負ののれん発生益の認識は

ありません。
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（単位：千円）

ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)

売上高

日本 1,286,123 55,493 239,093 － 1,580,710 － 1,580,710

米国 172,701 1,849,732 3,654 － 2,026,087 － 2,026,087

中国 39,518 102,379 683 － 142,581 － 142,581

韓国 45,641 7,061 548 － 53,251 － 53,251

その他 65,759 208 170,692 － 236,660 － 236,660

顧客との契約から生

じる収益
1,609,744 2,014,875 414,671 － 4,039,291 － 4,039,291

その他の収益 － － － 275,285 275,285 － 275,285

外部顧客への売上高 1,609,744 2,014,875 414,671 275,285 4,314,576 － 4,314,576

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,609,744 2,014,875 414,671 275,285 4,314,576 － 4,314,576

セグメント利益又は損

失（△）
170,614 168,453 △47,812 208,612 499,867 － 499,867

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な負ののれん発生益の認識は

ありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 205円22銭 183円49銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 391,342 351,817

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
391,342 351,817

普通株式の期中平均株式数（株） 1,906,956 1,917,381

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（１）名称 NIKKI AMERICA, INC.

（２）所在地 米国アラバマ州オーバン市

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　北澤　豊

（４）事業内容 汎用機器事業

（５）資本金 4,300千米ドル

資産の内容及び所在地 譲渡益 現況

272 Technology Parkway Auburn,Alabama 36830 

USA

土地　約17.39acres（約70,375㎡）

建物　約91,000square feet（約8,454㎡）

約2,591千米ドル

※(約359百万円)

NIKKI AMERICA,INC

本社・倉庫

（１）取締役会決議日 2022年４月20日

（２）契約締結日 2022年８月31日

（３）物件引渡日 2022年９月16日

（４）貸借開始日 2022年９月16日

（重要な後発事象）

　当社は、2022年４月20日開催の取締役会において、下記のとおり連結子会社であるNIKKI AMERICA, INC.が固

定資産を譲渡することについて決議し、2022年８月31日付で売買契約を締結致しました。

１．当該子会社の概要

２．譲渡の理由

　当該子会社については、当社連結子会社の１社で米国生産拠点であったNIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC

を、当社汎用事業に係る経営資源の集中と経営効率の向上を図るべく、2022年１月１日に吸収合併し存続会社

と位置付けている企業であります。

　現在生産拠点は、日本、中国、インドに集中させており、当該子会社は、米国顧客への販売拠点として機能

しております。

　このような状況下、経営資源の有効活用による資産効率化を図るため、当該子会社が保有する以下の固定資

産を譲渡することといたしました。なお、譲渡後も当面、リースバック契約を締結し資産の一部（建物 29,550 

square feet（約2,745㎡））を賃借しております。

３．譲渡資産の内容

※USD=138.63円（2022年８月31日時点の為替相場）

４．譲渡先の概要

　譲渡先は海外事業法人ですが、譲渡先の希望もあり詳細につきましては開示を控えさせていただきます。な

お、譲渡先と当社との間には、資本関係、人的関係、取引先関係および関連当事者について、特記すべき事項

はございません。

５．譲渡の日程

６．今後の見通し

　当該固定資産の譲渡による固定資産売却益については、第３四半期連結会計期間において特別利益 約2,591

千米ドル※（約375百万円）として計上する予定です。

※USD=144.81円（2022年９月30日時点の為替相場）

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月14日

株式会社ニッキ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤本　浩巳　　　　　印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渡邉　りつ子　　　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニッキの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（2022年７月１日から2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッキ及び連結子会社の

2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

　会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人

によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して

2021年11月12日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2022年６月29日

付けで無限定適正意見を表明している。



(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビ

ューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に

表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連

結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す

る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

　以　上


